
１．はじめに

　今日の都市社会においては、人口減少や少子高齢化
の進行、貧困や衛生状態の悪化、地球環境問題の深刻
化、エネルギー問題、産業競争力の停滞など、数多く
の社会課題に直面している。企業の社会的責任はこう
した社会課題の解決する企業のイノベーション戦略の
あり方を影響していると考えられている。企業におい
ては、その営利性を充足しつつ、社会問題を解決する
ことが求められるが、それが必ずしも公共の福祉を増
進させるとは限らない。社会的課題やニーズを先取り
し、それをいち早く社会に有意義な製品やサービスを
提供できることが求められている。そして、持続可能
な発展が求められる時代潮流にあたって、企業内での
研究開発活動の成否が、その企業の成長と競争力を左
右していると考えられる。本論文では持続可能な発展
方向を理性的に認識する上に企業取り組みのあり方を
考察していきたいと考えている。

２．社会構造の変化

　人口減少と少子高齢化がもたらす日本の社会構造が
劇的に変化している。経済産業省のデータによると、
長期の人口減少過程に入っており、2029年に人口１億
2,000万人を下回った後も減少を続け、2050年日本の人
口は約１億人まで減少する見込みで、2065年には8,808
万人になると推計されている。約2.6人に１人が65歳以
上、約3.9人に１人が75歳以上。65歳以上人口は、「団
塊の世代」が65歳以上となった2015年に3,387万人とな
り、「団塊の世代」が75歳以上となる2025年には3,677
万人に達すると見込まれている。今後生産年齢人口比
率の減少も加速している。人口推計（2018年（平成30
年）10月１日現在）総人口は１億2,644万3,000人で、前
年に比べ26万3,000人（0.21％）の減少と８年連続で減
少している。その一方、外国人が６年連続の社会増加
となっている。増加幅は拡大している

１

。
　急速な少子高齢化、人生100年時代の到来という経済
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社会の急激な変化を踏まえると、システム自体の改革
を行うことで、子どもから若者、子育て世代、現役世
代、高齢者まで、全ての世代が安心できる社会保障の
基盤を構築する必要があると考えられる

２

。
　また、貧困問題も日本の一つの課題となっている。
日本の貧困率の高さは国際的に見ると、米国16.8％に
次いで G 7 中ワースト２位である。子どもの貧困率は、
1980年代から上昇傾向にあり、今日では実に７人に１
人の子どもが貧困状態である。さらに、ひとり親世帯
では OECD 加盟国（経済協力開発機構）35カ国中ワー
スト１位になっている。ひとり親世帯の貧困率50.8％
にもなっている。更にホームレス問題と高齢者の貧困
問題とも現在と将来の課題といえる

３

。
　衛生状態の悪化について、都市への人口の集中は経
済の成長をもたらす一方で、廃棄物や下水の排出量増
加によるごみ問題、大気汚染や水質汚濁や土壌汚染な
どの環境汚染問題、人口密集による混雑や居住環境の
悪化などの否定的な問題を発生し続けている。人口が
都市部に集中するようになれば、公共交通機関の改善
と拡大の必要となっている。
　エネルギー問題も厳しい現状である。電気、ガス、
ガソリンなどのエネルギーは、社会を支えている。2017
年の日本のエネルギー自給率は9.6% で、他の OECD 諸
国と比較すると低い水準、34位である。東日本大震災
以降、電気料金は値上がり、原子力発電の停止影響を
おぎなうために火力発電を焚き増したことに加え、2014
年まで燃料価格も上昇した。2017年度には震災前にく

らべて、家庭向けで約16％、産業向けでは約21% 上昇
した。さらに温室効果ガス（GHG）の排出問題では、
地球温暖化対策のために、温室効果ガス（GHG）の削
減は急ぐべき問題となっている。石油 ・ 石炭 ・ LNG（液
化天然ガス）など化石燃料は温室効果ガスを多く排出
するため、化石燃料を使う電源が増えると温室効果ガ
スも増える。「パリ協定」に基づいて定めた温室効果ガ
スの削減目標を設定されている

４

。
　前述したさまざまな問題で総合的に見ると図表１の
IMD「世界競争力年鑑」2018年版日本の競争力総合順
位は25位（63カ国、地域中）となっている。1992年の
１位が1997年に17位へ急落した、ここ20年はおおむね
20位台中盤に低迷している

５

。イノベーションと相関が
強い競争力の停滞、有力企業の海外流出を招き、海外
企業の日本進出を阻む、その結果、日本の競争力はさ
らに低下するようになる。
　ここでは、社会問題を事業で解決する企業について、
取り上げたいと思っている。まず READYFOR（レ
ディーフォー）は日本初、そして最大のクラウドファ
ンディングサービス「READYFOR」を展開している。
離島医療のための飛行機購入や、ケニアの HIV 陽性シ
ングルマザーのための収入向上プロジェクト支援など、
様々な社会問題の解決に向けた取り組みを支援してい
る。また、ビッグイシュー日本はホームレス問題の解
決に取り組む企業である。ホームレス状態（定まった
住居を持たない状態）の方に仕事を提供するためにつ
くられた雑誌「ビッグイシュー」を展開している

６

。こ

出所：株式会社三菱総合研究所「国際競争力順位にみる日本企業の弱点」2018年９月号

図表１　IMD「世界競争力年鑑」における主な日本の弱み
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うして、解決が求められる社会的課題に企業が取り組
んで、ビジネスとして、継続的に事業活動を進めてい
くこと、新しい仕組みを開発 ・ 活用し、新しい社会的
価値を創出すること。すなわち、社会問題への取り組
みを「ビジネス」という手段で行い、それを通して新
たな社会的価値を創出することである

７

。
　そして、社会構造の変化に従って、今までの産業構
造に限界があることを見えてきた。まず、地球環境の
変化、人口高齢化の問題と日本における外国人が６年
連続の社会増加で様々な新しい制約と課題が現れる。
外国人の社会増加は６年連続で、６年間で64万人増え
た。増加幅は年々大きくなっている。増えた人数の大
部分は15～64歳の生産年齢にあたる。日本人の働き手
が急速に減るのを外国人の流入が和らげる構図である。
2019年４月１日には改正出入国管理法が施行されてお
り、外国人労働者の存在感がさらに高まりそう

８

。例を
挙げると、中国で経済成長に伴い好条件の雇用先が増
えるにつれ、わざわざ日本で働きたいという中国人は
減っている。それでも歴史的に日本とのつながりが深
い東北部の大連で、日本行きの人気は衰えていなかっ
た。大連の「大連信業達職業訓練学校」では全寮制で
３～４ヶ月間日本語と日本の習慣をみっちり学ぶよう
になっている。18～50歳の1,000人以上が在籍し、日本
語学校としては中国で最大級である。2018年大連から
日本へ派遣された技能実習生はや8,300人で、中国全体
の４分の１に近いである

９

。2010年代の日本の経済成長
は、情報 ・ 通信業ではなく、製造業などが牽引してい
るので、このような技能実習生の雇用で、労働力不足
問題の解決することが期待できる。
　また、近年スタートアップ企業の出現によって、産
業構造の変化をもたらしている。スタートアップとは、
短期間で、イノベーションや新たなビジネスモデルの
構築、新たな市場の開拓を目指す動き、または概念で
ある。法人（会社）そのものを指すものではなく、「起
業」や「新規事業の立ち上げ」という解釈が一般的で
ある。元々、アメリカ ・ シリコンバレーにおいて、多
くみられる現象だったが、日本においても個人投資家

（エンジェル投資家）やベンチャーキャピタル（VC）
が積極的に投資する対象として、注目されている。ま
た、人的 ・ 時間的コストを削減しやすい IT ・ インター
ネット業界での立ち上げが多い傾向がみられる。一定

程度の成果を出すことで、個人投資家や VC から資金
調達を行い、本格的なサービスの構築やビジネス活動
の拡大、収益向上などのフェーズに移ることが一般的
である。スタートアップ企業の特徴としては、比較的
短期間で、新規サービス ・ ビジネスモデルの確立を求
められる傾向にある。イノベーションが前提としてい
る、イノベーションを支える技術やサービスの立ち上
げに関わりたい」と興味を示す起業家や最先端の技術
を持つ人材が集まりやすい傾向がみられている。社会
貢献という目的で「世の中の課題や問題を解決したい」
という社会貢献を目的に開始されている。また、即戦
力の人材で構成されているようである。近年、国内ス
タートアップ企業への投資額は急拡大、その主な要因
は、事業法人による直接のスタートアップ投資。今後
も拡大を期待することができる。ところが、日本にお
いては、経済全体の開業率は2010年に上昇傾向にある。
一方、経済全体の廃業率は2020年代には緩やかに低下
傾向が見られている

10

。更にグローバル化が進んでいる
なか、世界各国に新しい国際的な分業構造が形成され
ている。社会構造の変革に見合う産業構造では、前述
したように少子高齢化が襲う日本は、今後労働生産人
口の減少という社会構造の変革に直面する。一方で、
第４次産業革命に代表される IT 化の波が襲うなかで、
高齢化をはじめとした社会課題解決の糸口もある。産
業がこうした社会構造の変革、IT 化の流れに合致した
産業へと構造転換し、新たなイノベーションを産むこ
とに期待を寄せる

11

。
　今までとは違うタイプのソリューションが必要になっ
てくる。そして、グローバル化が進むと、新たな需要

（グローバル中産階級、システム需要）、新しい協業の
可能性が拡大している。グローバルは主に経済のグロー
バル化を指している。経済のグローバル化とは、「さま
ざまな経済主体（企業など）による経済性の追求が地
球規模で可能になること」を意味するが、市場経済メ
カニズムが地球規模で機能することにより、資源はよ
り効率的に生産できる企業で使われるようになり、世
界全体の生産性は上昇して、世界経済は持続的に発展
するとされている。すなわち、世界各国に新しい国際
的な分業構造が形成されて、競争の促進と産業の発展
をもたらす。従って、異分野技術、知識の結合の可能
性も拡大している。もう一つは、日本における、人口
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の減少に伴って地域経済のあり方が大きく変わり、今
までのサービス供給体制、例えば地域医療のあり方な
どを変える必要になってくる（西山，2013，pp.87-88）

12

。
こうして、社会構造の変化は、企業を中心に、流通 ・
小売業、製造業から始まり、街づくり、モビリティ、
ヘルスケア、農業などさまざまな分野が影響されてい
る。一方、国連では「持続可能な開発のための2030 
アジェンダ」の中核として、「持続可能な開発目標 

（Sustainable Development Goals：SDGs）」が2015年
９月に採択された。

３．SDGsの役割

　SDGs とは国連が70周年を迎えるにあたり、2015年
９月25日から27日までニューヨークの国連本部で会合
し、決定した新たな地球規模の持続可能な開発のため
の17のグローバル目標と169のターゲット（達成基準）
からなる開発目標（Sustainable Development Goals：
SDGs（エスディージーズ））の略称である。その中の
169のターゲットのさらなる詳細版である具体的な数値
目標が書かれた232の指標を策定することになってい
る。また、SDGs の前に、MDGs の開発目標がある。
MDGs とは2000年９月にニューヨークで開催された国
連ミレニアム ・ サミットで採択された国連ミレニアム
宣言を基にまとめられた開発分野における国際社会共
通の目標ミレニアム開発目標（Millennium Develop-
ment Goals：MDGs）である。目指している期間とし
ては2030年まで設定されている。持続可能な開発ため
の2030アジェンダとも呼ばれている。このアジェンダ
は人間、地球及び繁栄のための行動計画である。そし
て、17のグローバル目標は図表２のとおりとなってい
る。
　これらの目標は貧困、不平等、気候、環境の退化、

繁栄及び平和と正義に関する挑戦を含む。１の貧困を
なくそうについて、説明するとまずターゲットは①2030
年までに、現在１日1.25ドル未満で生活する人々と定
義されている極度の貧困をあらゆる場所で終わらせる。
②2030年までに、各国定義によるあらゆる次元の貧困
状態にある、すべての年齢の男性、女性、子どもの割
合を半減させる。③各国において最低限の基準を含む
適切な社会保護制度および対策を実施し、2030年まで
に貧困層および脆弱層に対し十分な保護を達成する。
④2030年までに、貧困層および脆弱層をはじめ、すべ
ての男性および女性の経済的資源に対する同等の権利、
ならびに基本的サービス、オーナーシップ、および土
地その他の財産、相続財産、天然資源、適切な新技術、
およびマイクロファイナンスを含む金融サービスへの
管理を確保する。⑤2030年までに、貧困層や脆弱な立
場にある人々のレジリエンスを構築し、気候変動に関
連する極端な気象現象やその他の経済、社会、環境的
打撃や災害に対するリスク度合いや脆弱性を軽減する。
そして更に、ａ．あらゆる次元での貧困撲滅のための
計画や政策を実施するべく、後発開発途上国をはじめ
とする開発途上国に対して適切かつ予測可能な手段を
講じるため、開発協力の強化などを通じて、さまざま
な供給源からの多大な資源の動員を確保する。ｂ．各
国、地域、および国際レベルで、貧困層やジェンダー
に配慮した開発戦略に基づいた適正な政策的枠組みを
設置し、貧困撲滅のための行動への投資拡大を支援す
る。日本では2016年５月20日に安倍総理が本部長、す
べての国務大臣がメンバーになり、第１回「持続可能
な開発目標（SDGs）推進本部会合」が開催。また、そ
れ以降も毎年２回同じメンバーで開催されていて、そ
の中で日本における SDGs に関わることが決定される。
日本は SDGs 関連に９億ドルの支援、30億ドルの取り

図表２　SDGs（持続可能な開発目標）17の目標

１．貧困をなくそう ２．飢餓をゼロに ３．すべての人に健康と福祉を
４．質の高い教育をみんなに ５．ジェンダー平等を実現しよう ６．安全な水とトイレを世界中に
７．エネルギーをみんなに
　　そしてクリーンに ８．働きがいも経済成長も ９．産業と技術革新の基盤をつくろう

10．人や国の不平等をなくそう 11．住み続けられるまちづくりを 12．つくる責任 つかう責任
13．気候変動に具体的な対策を 14．海の豊かさを守ろう 15．陸の豊かさも守ろう
16．平和と公正をすべての人に 17．�パートナーシップで目標を達成しよう

出所：イマココラボにより著者作成
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組みをしている。SDGs アクションプラン2019の骨子
は以下の３つ。１．SDGs と連携する「Society（ソサ
エティー）5.0」の推進　２．SDGs を原動力とした地
方創生、強靭かつ環境にやさしい魅力的なまちづくり　
３．SDGs の担い手として次世代 ・ 女性のエンパワー
メントである

13

。そして、個々の目標はとターゲットは
このように詳しく設定されている。
　SDGs は格差の問題、持続可能な消費や生産、気候
変動対策など、先進国が自らの国内で取り組まなけれ
ばならない問題を含む、すべての国に適用される普遍
的（ユニバーサル）な目標である。日本としても積極
的に取り組んでいる。また、その達成のために、先進
国も途上国も含む各国政府や市民社会、民間セクター
を含む様々なアクター（主体）が連携し、ODA や民
間の資金も含む様々なリソースを活用していくグロー
バル ・ パートナシップを築いていくこととされている

14

。
SDGs は、国連ミレニアム ・ サミットで採択された国
連ミレニアム宣言を基にまとめられた開発分野におけ
る国際社会共通の目標ミレニアム開発目標（Millennium 
Development Goals：MDGs）と異なり、すべての企業
に、明確に、その創造性及びイノベーションを活用し
て、持続的な発展のための課題を解決するよう求めて
いる。SDGs は、持続可能な開発に向け、企業が主導
して開発し適用する、という機会を提供している

15

。

４．企業を取り巻く環境の変化

　企業を取り巻く「人口減少」、「デジタル化」、「グロー
バル化」の経済 ・ 社会の変化が企業に影響をもたらし
ている。「デジタル化」という言葉は、これまでコン
ピュータとは無縁の世界にコンピュータ技術が入って
きたことで、使われるようになったという側面がある。
これまでできなかったことが、これからはできるよう
になるということを、端的に示すために使われるよう
になったのだ。デジタル化が進めば進むほど、エレク
トロニクスの世界が広がり、半導体チップがますます
多く使われるようになる。これまでは用途が民生機器
や産業機器にとどまっていたエレクトロニクスが、社
会やインフラという世界にまで入り込んできたことに
よって、新しい言葉「デジタル化」が登場した

16

。「グ
ローバル化」とは、社会的 ・ 経済的な関係を地球規模
にまで拡大させることを表し、具体的には「ヒト ・ モ

ノ ・ カネ」の流れを滞らせる障壁となる国境や規制を
取り除き、世界規模で結びつきを深めていくような活
動が進んでいくことをいう。「グローバル化」によっ
て、市場を世界規模に拡大でき、商圏が広がるとそれ
だけビジネスチャンスも増え、世界を相手に売り込む
ことで多くの顧客を得られる可能性が高くなる。日本
の製品は品質の高さが魅力ですが、「グローバル化」に
よって価格が下がることでさらに競争力が高まり、世
界の人々から受け入れられるようになっています

17

。一
方で、市場経済メカニズムのもつマイナス的な影響も、
世界的に拡散している。企業を取り巻く環境の変化市
場経済メカニズムとは、各自が自分の有利になるよう
に自由な取引を行えば、社会の欲求に比べて少ないも
のは価格が上がって儲かるようになるので生産が増え、
欲求に比べて多いものは価格が下がって儲からなくな
るので生産が減り、かくして、社会全体で人々の欲求
に合わせた生産が自動的に実現するというメカニズム。
市場メカニズムが理想的に働くためには、「完全競争」

「外部性がない」「完全情報」などの前提が必要である
が、現実にはこれらは多かれ少なかれ満たされないの
で様々な問題が発生する。すなわち、世界経済の一体
化は、世界経済の同調性を高め世界同時不況のリスク
を高める。技術が優れているだけでは、商品にならな
い時代でもあり、先進諸国では、IT（情報技術）によ
り産業の高度化、ボーダレス化が進行するものの、同
時に産業の空洞化による失業率の増加やデフレーショ
ンが発生するおそれがあり、一方、新興国では、アジ
ア通貨危機等にみられるような国際資本の逃避による
経済危機の発生、国内産業構造の急激な変化による貧
富の格差の増大などの問題も発生するおそれがある。
このような大きな変化の影響があるとはいえ、企業が
環境変化に直面しなければならないのである。なぜな
ら、現代社会が抱える問題を解決するに当たって、企
業活動もしくは、企業の社会的責任のあり方が求めら
れるようになってきたことにある

18

。現状の企業の SDGs
の実践は、いきなり無限責任として認識すべきという
よりも、2030年までの有限責任の意義がうすくなるわ
けではなく、むしろ、企業がどのようにして SDGs に
貢献できるかを考え続けることが重要となっている（國
部，2019，p.29

19

）。
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５．イノベーションとは

　イノベーションという言葉は、オーストリアの経済
学者シュンペーターによって初めて定義された。その
著書「経済発展の理論」の中で、イノベーションとは
新しいものを生産する、あるいは既存のものを新しい
方法で生産することであり、生産とはものや力を結合
することであると述べている。そして、イノベーショ
ンにおける新結合として、①創造的活動による新製品
開発、②新生産方法の導入、③新マーケットの開拓、
④新たな資源（の供給源）の獲得、⑤組織の改革など
を挙げている。
　これらの新結合は企業を通じて実現し、社会経済に
インパクトをもたらす。端的に言えば、占部（1984，
p.205）が「新しいアイデアの企業化に成功することに
よって、その企業に新たな利益源泉をもたらす」と述
べられているとおりである

20

。いわば、イノベーション
とは「新しい製品や生産方法、その他を成功裏に導入
すること」によって、新たな利益が創出されることを
意味している

21

。イノベーションこそが長期的に生産性
を上昇させ、持続的成長を可能にする唯一の方法であ
る。かくしてシュンペーターも経済発展の原動力とし
ての企業家のイノベーションにおける役割を強調して
いる

22

。
　ところで、かつて大きな競争力を発揮した大企業が
世界的な経済低迷の影響と新興国市場の急拡大を背景
とした価格志向の強まりの中で、苦戦を強いられてお
り、その競争力のあり方、イノベーションのあり方が
問われている。
　1980年代初期に、マイケル ・ ポーター（1980，邦訳，
p.241）は「企業戦略におけるイノベーションの分析
で、市場における最先端のイノベーションの成果が強
力な競争力の源泉である」と述べている

23

。榊原（2005）
は内外の様々な事例から、イノベーションを収益に結
び付ける営みを鮮やかに描き出している。しかしこれ
らのイノベーションについての研究は、市場での競争
との関係で論じられている

24

。
　クリステンセン（1997）が「イノベーションは本来
社会変革を意味するものである」としているように、
イノベーションの最終的な価値に焦点を当てるならば、
イノベーションを社会変革として捉えて考察する必要

がある
25

。
　モノづくりネットでは、イノベーション戦略とは、
いかに資源がイノベーションに対する企業目標を満た
すように使用され、それによって、価値を提供し、競
争優位性を構築する上での意思決定を導くものである
と述べている

26

。本稿では、戦略とは、領域（ドメイン）
の設定、すなわち企業目標を達成するために、長期的
な視野と複合思考力で諸力や資源を総合的に運用する
方針が中核になるものと考えられている。したがって、
イノベーション戦略とは、期待される領域（ドメイン）
の選択の元で、新結合の創出の可能性を高める仕組み
を作り上げておくことを定義とする。

６．事例研究

　ここでは、持続可能な発展において、SDGs の実践
を目指している企業がイノベーション戦略推進の取り
組み事例を検討する。前述した、SDGs はすべての企
業に、明確に、その創造性及びイノベーションを活用
して、持続的な発展のための課題を解決するよう求め
ているので、日本の企業がこの SDGs の実践できるた
め、積極的に取り組んでいる。
　住宅は社会や経済にさまざまな側面で大きなインパ
クトを与える事業であり、現在の社会課題を解決に導
くことができる多くの可能性を備えていることが積水
ハウスグループでは、住宅は社会課題を解決する鍵と
認識されている。住宅の役割は、「家族の生命と財産を
守るシェルター」、「家族の安らぎの場」や「健康な暮
らしのベース」、さらには「子供の教育の場」としても
担っている。積水ハウスが考える「経済」、「環境」、

「社会」、「住まい手」の「４つの価値」による経営の実
践を宣言した。ここでは「環境」について、注目した
いと考えている。環境の枠組では、エネルギー、資源、
化学物質、生態系などの要素が含まれている。積水ハ
ウスは2016年９月に、屋内の化学物質が原因で頭痛や
めまいなどの健康障害を起こす「シックハウス症候群」
対策を強化した新仕様の戸建て住宅を開発したことを
明らかにした。シックハウス症候群はホルムアルデヒ
ドなどの化学物質が原因とされる。積水ハウスは業界
に先駆け、主要な５種類の化学物質について厚生労働
省の指針値の半分以下に抑えた「エアキス」ブランド
の戸建て住宅を平成23年から販売。シックハウス症候
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群対策へのニーズは大きいと判断した積水ハウスが新
たなブランドを立ち上げ、子育て世帯などに売り込む

27

。
積水ハウスグループは住まいづくりを通じて「サステ
ナブル ・ ビジョン」に基づき、価値を創造することに
より社会課題の解決に取り組んでいた

28

。
　その一方、中国でのシックハウスの被害はきわめて
深刻的な現状である。中国室内装飾協会の発表によれ
ば、シックハウスに起因する死者は中国全土で年間11
万人を超え、また、シックハウスの影響は特に子供に
出やすく、上海市児童医学中心の発表によれば、白血
病を患う子供のうち約８割が半年以内に自宅を新築ま
たはリフォームしており、病気との間に何らかの因果
関係があると考えられている。中国では、シックハウ
スを防止するため、人体に深刻な影響がある化学物質
について基準値を設けているが、市場には悪質な建材
や室内装飾材がいまだに多く存在している。公益財団
法人福島県産業振興センター上海代表処の調査による
と、上海市内では、建材取扱業者７万社のうち規模の
大きな会社は100社あまりにすぎず、また、営業許可を
取っている内装工事業者１万6,000社のうち、まともな
営業を行っているのは3,000社程度にすぎないと言わ
れ、残りは個人業者が低価格を武器にゲリラ的に営業
をしているといわれる。売り手は利益最優先であるこ
と。今後、被害を起きないよう、化学物質を生産する
企業側と建築業者の責任と徹底しなければならないと
考えられる

29

。

７．まとめ

　本論文では、社会構造の変化により、国連は「持続
可能な開発のための2030アジェンダ」の中核として、

「持続可能な開発目標 SDGs）」の採択することでこの
変化を対応しようとのことを述べた。また、SDGs が、
持続可能な開発に向け、企業が責任を持ち、主導して
開発を行わなければならないことであることが重要で
ある点も確認できた。
　さらに、イノベーション戦略について、期待される
領域（ドメイン）の選択の元で、新結合の創出の可能
性を高める仕組みを作り上げておくことを本報告で新
たに再定義し、その上で、日本企業ならびに現状が厳
しい中国のシックハウス事情を対照的に実例として検
討してきた。今後さまざまに変動する社会構造の変化

に注目しながら、持続可能な発展方向を理性的に認識
する上に企業のイノベーション戦略の取り組みについ
て、具体的な企業の実例を引き続き注目したいと考え
ている。
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